
開 催 日 及 び 場 所

委　員

委　員

審 議 対 象 期 間

審議対象契約の説明

抽出事案 3 件 （備考）

随意契約（公共工事） - 件

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

別紙のとおり

なし

委員からの意見・質問、それに対する回
答等

委員会による意見の具申又は勧告

うち応札（応募）業者数1
者関連

1 件

契 約 締 結 日 令和6年11月7日

担 当 部 局 東京国税局

契 約 件 名 スマートフォン解析ツールの購入一式

契 約 相 手 方
サン電子株式会社
（法人番号　5180001087444　）

契 約 金 額 2,069,100円

東京国税局

令和６年度「確定申告電話相談センター」の運
営業務一式

トランス・コスモス株式会社
（法人番号 3011001041302　）

219,670,000円

令和6年10月17日

みやび冷熱工業株式会社
（法人番号　1040001096322 ）

19,239,000円

  令和６年10月１日（火）　～　令和６年12月31日（火）

　１．　審議対象契約件数の概要
　２．　抽出事案の契約概要

競争入札（公共工事） 1 件

契 約 件 名 市川税務署個別空調設備更新工事

契 約 相 手 方

契 約 金 額

担 当 部 局

契 約 締 結 日 令和6年12月9日

東京国税局

財 務 省 第 ６ 入 札 等 監 視 委 員 会 令 和 ６ 年 度 第 ３ 回 定 例 会 議 審 議 概 要

　令和７年３月11日　（火）  東京国税局　特別会議室

委 員

　鈴木　　豊　（青山学院大学名誉教授・学校法人青山学院常任監事）

　山本　　清　（東京大学名誉教授）

担 当 部 局

随意契約（物品役務等） - 件

競争入札（物品役務等） 2 件

契 約 件 名

契 約 相 手 方

契 約 金 額

契 約 締 結 日



　契約相手方 ：

　契約金額 ：

　契約締結日 ：

　担当部局 ：

　５者辞退しているが、辞退理由はなにか。 　うち２者は、他の案件を落札した結果、作業員
の確保ができなくなった旨聞いている。
　うち１者は、工事の規模に対して作業員の確
保ができなかったため、１者は仕様書を確認し
た結果、施工が困難であったため、１者は見積
りが間に合わなかったためと聞いている。

回答

【事案１】

市川税務署個別空調設備更新工事

東京国税局

みやび冷熱工業株式会社
（法人番号　1040001096322 ）

19,239,000円

令和6年12月9日

質問・意見

　予定価格はどのように積算しているのか。

　契約後に機器承諾図を提出させ、仕様を満た
す機器であることを確認している。

　予定価格は、国土交通省が監修している公共
建築工事積算基準に基づき積算している。
　なお、空調機器については、メーカーの定価
に実勢率を乗じて算出している。

　落札した者が入札金額の内訳書に記載した機器
の性能が要件を満たしていることはどのように確認
したのか。



　契約相手方 ：

　契約金額 ：

　契約締結日 ：

　担当部局 ：

219,670,000円

令和6年10月17日

東京国税局

回答

【事案２】

令和６年度「確定申告電話相談センター」の運営業
務一式

質問・意見

トランス・コスモス株式会社
（法人番号 3011001041302　）

オペレーターへの研修は、当局が求める水準を確
保できているのか。

申告書発送業務を別調達とすることで参加者の間
口が広がるのではないか。

当発送業務は電話オペレーターが聴取した内
容に基づき納税者に申告書等を発送するもの
であり、別調達とした場合、トラブル発生時にお
ける責任の所在の切り分けが困難となるため、
一体で調達を行っている。

オペレーターの単価が上昇していることは把握
しており、予定価格において単価の上昇を反映
している。

オペレーターに対しては、４日間実施する研修
により当局が求める能力は確保されていると認
識している。

オペレーターの単価は昨年度に比べ上昇している
と思われるが、把握しているか。



　契約相手方 ：

　契約金額 ：

　契約締結日 ：

　担当部局 ：

他社製の商品はあるか。 各種セミナー等に参加し、当局が要求する機能
を有する他社製の商品の情報収集を行ったが、
要求を満たす機器は当該商品のみであった。

今後使用するに当たって、追加費用はかからない
のか。

周辺機器の追加購入の必要はないが、ライセン
スの有効期限が1年のため、翌年度以降も使用
するためにはライセンス更新のための購入を行
う必要がある。

なぜ当該物品を購入する必要があったのか。

質問・意見 回答

【事案３】

スマートフォン解析ツールの購入一式

サン電子株式会社
（法人番号　5180001087444　）

2,069,100円

令和6年11月7日

東京国税局

既に当局に配備されている物品の後継機種に
対応できることに加え、当局が必要とする高度
な機能を備えた物品であることから、購入する
必要があった。


